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1　生活と杜会

1．1生活とは何だろう

　地域団体と政治という問題を考えるに際し

て，少々遠回りになるが，まず，生活という

ことについて考えておきたい．「生活者主権」

「生活主義」「生活重視」などということばが，

最近ではよく聞かれるが，生活とはいったい

何なのだろうか．このことを考える際に役に

たつ議論として，社会学には生活構造論とい

う分野が存在する．

　生活構造論の議論は，通常の社会学とは少々

異なった視点をとる．通常の社会学において

考察されるものは，集団であり，個人はその

なかで役割従事者としてとらえられている。

すなわち，役割の体系としての集団が議論の

中心になるのである．それに対して，生活構

造論が問題とするのは，個々の集団ではなく，

さまざまな集団にかかわりあう個人（や世帯）

である．少し説明しよう．社会のなかにはさ

まざまな集団がある．家族も存在するし，職

業集団も存在する　集団そのものに焦点を当

てるならば，これらの集団は役割の体系とし

て把握でき，その構造や機能が分析の対象と

される．しかし，それらの集団の成員を見て

みると，各成員は生活のすべてを1っの集団

のなかで過ごしているわけではないというこ

とがすぐにわかる．たとえば，ある人の日常
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が，朝起きて，食事をして，職場に行き，仕

事をして，帰宅し，食事をして睡眠をとると

いうものだとすると，彼は，家庭と職場とい

う2つの集団の間を行ったり来たりしている

のである　この場合，家庭や職場を個別的に，

彼以外の諸成員も含めた役割体系から把握し

ていくという方法をとらず、その個人を中心

に家庭や職場を見ていくことも可能である

そして，これが生活構造論の方法なのである．

一口でいうと，生活構造論は，生活主体のか

かわりあう社会集団を，いわば串ざしにする

ような形で，生活主体の生活の全体構造を把

握しようとするものである．

1．2職業⑧居住⑧余暇

　生活構造論の方法には，このような基本的

な同一性が認められるが，何を生活の要素と

するかという点に関しては，さまざまな立場

が存在する．労働⑧休養爾余暇が生活の要素

であるとする者もいるし，生命と生活手段の

生産と消費から生活をとらえる者もいる（篭

山，1943；副田，1971）．それぞれのとらえ

方は，それぞれの目的のためには合理的であ

ると考えられるが，私は，一般的に次のよう

に生活をとらえたいと思う．すなわち，生活

全体を，（1）職業生活，（2）居住生活，

（3）余暇生活からなるものと考えるのであ

る　第3の余暇生活にっいては説明は不要だ
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ろうが，職業生活と居住生活については若干，

説明しておきたい　第1の職業生活は，家計

が外部から収入を得るための労働を意味する．

家族経営の場合でも，その労働が外部から収

入を得るためのものであるならば，職業生活

に含まれることはいうまでもないが，自給的

な作物栽培も職業生活に含めて考えることに

する。第2の居住生活とは，「住む」という

ことを中心とした生活の一領域である。そこ

には休養が含まれることはもちろんであるが，

さまざまな家事労働もまた含まれている．子

ともの養育や老親の扶養なとも，居住生活の

一部である．生活は居住生活だけを含むもの

ではないし，職業生活こそが生活というわけ

でもない．もちろん余暇生活が生活というわ

けでもない．それらを包括する全体が生活な

のである．

　では，このように整理された生活は，いっ

たいどこでなされているのだろう．歴史の流

れをふりかえってみると，生活の各領域がお

こなわれる場が統合から拡散へと変化してい

ることは疑いえない事実である．すなわち，

一般的にいえば，近代以前において統合され

ていた，職業⑧居住⑧余暇の場が，近代化の

進展とともに拡散していくという事態が成立

しているのである　都心部で職業をもち，郊

壕外の自宅に住み，余暇を遠くの保養地で過ご

すという生活のありようは，現代においては

何の驚きも引き起こさないあたりまえのこと

である．

　生活の場の分断ということについて強調し

たのだが，分断の程度は，社会のすべての人

びとにおいて同じではないということにも注

意が必要である．すなわち，現代社会におい

ては，職業⑧居住⑧余暇の場は分断される傾

向にあるのだが，それでも，ある人びとは，

比較的同一の場で，3つの活動をおこなって
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いるのである．たとえば農村部などは都市部

にくらべると，この近代化がもたらす分断の

影響から比較的自由であるといえるだろう．

もちろん，それは程度の問題にすきないので

あるが．

1．3集団とコミュニティ

　次に，これらの生活の行われる場である集

団働社会鯉コミュニティの概念について考え

よう．これらの概念は，研究の長い歴史のな

かで多様な意味を担わされており，整理する

ことは非常に困難であるが，ここでは，価値

的なニュァンスを排除して，次のように一般

的に把握しておくことにする

　まず，人びとが共通の関心をもって相互作

用を行っているとき，そこに集団（社会集団）

が存在すると考えよう　そして，この集団が

一定の地域的基盤のもとに存在しているなら

ば，それを社会（SOCiety）という．そこで，

人びとはさまざまな活動をおこなっているが，

それらの活動は前述の生活との関連でいえば，

職業生活，居住生活，余暇生活に分類できる．

これらのうち，最低限，居住生活にっいて内

部で自足できる社会をコミュニティ

（COmmunity）という．すなわち，コミュニ

ティとは，そこに人が居住している社会のこ

とであり，夜間人口がいないようなところは，

社会であってもコミュニティではない．コミュ

ニティは社会に含まれるが，すべての社会が

コミュニティとよばれるわけではない．

　このように社会とコミュニティは定義され

るが，日本語では，コミュニティを社会（狭

義の杜会）と表現する場合もあることに注意

が必要である．地理的な範域から，コミュニ

ティを地域社会（1oca1commun1ty），国民

社会（nat1ona1commun1ty），国際社会

（1nternat1onalcommun1ty）といった広が
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りをもつものととらえることがあるが，ここ

で述べられている「社会」の概念はコミュニ

ティを意味する．何らかの社会において，成

員の居住生活だけでなく，職業生活や余暇生

活も含めた生活全体がその杜会の内部で自足

的におこなわれているような場合，その社会

は全体杜会（tota1SOCiety）と名づけられる．

全体社会は，現在のところ，国民杜会の水準

で成立すると考えられている

　集団には，場合によって，管理主体が存在

する　ここで，管理（management）は「何

らかの事態をもたらすため，集団の多くの成

員の行動を制御すること」と定義され，管理

主体とは管理を担う主体のことである　管理

主体の存在する集団のことを団体
（aSSOCiatiOn）という．国家（State）は，

しばしば，国民⑧領土⑧主権を要素とする団

体と定義されるが，それは，管理主体まで含

めて国民杜会をとらえた概念と把握できる

国民社会はコミュニティであるが，国家は団

体（アソシエーション）である．国民社会も

国家も，国民全体を成員とする集団であるが，

管理主体を含めてとらえられているか否かと

いう点で，両概念には水準の違いがあること

を忘れてはならない．

2　地域社会と地域自治会

2．1地域社会と地域集団

　国民社会に国家が対応するように，地域社

会にもある種の団体が対応する．すなわち，

地域社会に管理主体が存在する場合，その管

理主体まで含めて地域杜会をとらえることが

できるのである．このような団体をここでは

地域自治団体（1oca1authority）とよぶこと

にする．国家が，国民⑧領土⑧主権をその要

素としたのと同様に，地域自治団体は，住民，

地域，自治権を構成要素とする団体と定義さ

1996年12月 83

れる．地域自治団体には，都道府県，市町村

などの地方自治体が含まれる．国家が国民社

会とは概念的に異なる水準の集団であるのと

同様，地域自治団体も地域社会とは概念的に

異なる水準の集団である．

　ところで，地域とかかわりの深い集団は，

都道府県や市町村といった地方自治体だけで

はない．地域社会の内部には，さまざまな機

能集団が存在するのである．すでに整理した

生活の要素から考えると，職業生活に関連し

て，農協⑧漁協⑧商店会といった同業者団体

が存在する．労働組合もまた職業生活に関連

した集団である．居住生活に関しては，消防

団，防犯協会，婦人会，老人会，子供会，P

TAなどが存在する．また，余暇生活に関し

ては各種の趣味のサークルなとが存在する

これらの諸集団は，職業生活の一部，居住生

活の一部，あるいは余暇生活の一部といった

比較的限られた機能を担う集団と考えられる．

これらに対して，居住生活全体を対象とした，

かなり包括的な機能をもつ集団が存在する．

それは町内会や部落会とよばれてきた地域集

団であり，場合によっては，居住生活だけで

はなく職業生活や余暇生活に関する機能まで

担っていることがある．そして，この集団こ

そ，地域生活を考えるうえで，もっとも重要

な集団である．

2．2　町内会の性質

　この包括的機能をもっ地域集団のうち，と

くに町内会に関しては，かつて町内会論争と

いわれる議論がなされたことがある．その内

容は多岐にわたるが，かなり単純化すると，

町内会は民主主義にとって悪玉かという点，

ならびに，包括的機能をもつ町内会がなぜ日

本で強力に存在しっっけるのかという点が問

題とされた．最初の論点に関しては，次の節
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で扱うので，ここでは2番めの論点だけにつ

いて触れよう．

　町内会は，ふっう次のように特徴づけられ

る．（1）加入単位は世帯であること，（2）

全戸の自動または強制的加入であること，

（3）活動目的が多岐にわたり包括的な機能

をもっこと，（4）行政の末端補完機能を果

たすこと，（5）1っの地域には排他的に1

つの町内会しかないこと（倉沢，1990）．こ

のような特徴をもつ町内会というものは，そ

の存在自体，不思議でないわけではない．と

いうのは，「都市化の進行に伴い，包括的な

機能をもっ集団は衰退して，種々の異なる関

心に基づく機能集団が発達する」という定説

から判断すると，町内会は衰退に向かうはず

であるが，現実には決してそうはなってはい

ないからである．現在でも，この種の組織を

もたない地域はほとんどない。「自治省行政

課の1980年12月の調査によれは，全国3278市

区町村（うち未解答5）の対象のうち，町内

会⑧自治会がまったく組織されていないもの

は8市区町村で，これを除くと全国で組織さ

れている町内会⑧自治会は27万4738組織」で

ある．市区町村での組織率については，「す

べての区域で組織されていると答えた市区町

村が87．8％を占め，次いでほとんどの地域で

組織されているという答えが9．1％」となっ

ている（秋元，1990）．町内会爾自治会は，日

本のどこでもほとんどの住民を組織化してい

るのである．

　町内会のような包括的機能をもつ「前近代

的」集団が今なお強力に存在するのはなぜか，

問題ごとにボランタリーな集団が形成される

欧米とは異なり，包括的機能をもつ町内会の

ような団体がさまざまな地域の問題を処理す

るのはなぜか，ということに対する1っの説

明は，それが，日本文化の型であるからとい

84

うものである．その提唱者である近江哲男は

「わが国では町内会のほかに集団の型を知ら

ない，といえば極端であるが，ボランタリ⑧

アソシェーション形式の集団を作っても，い

ろいろな点でその集団原理になじまないであ

ろう」と述べた（近江，1958；1984）．

2．3地方自治体としての町内会

　近江の説は，中村八郎（1964）にも支持さ

れたが，このような説に部分的には同意しな

がらも，少々異なった観点から問題をとらえ

たのが安田＝郎である　安田の主張の骨子は，

町内会を単なる地域集団ととらえるのではな・

く，地方自治体としてとらえなおすべきだと

いうものである．近江も町内会の自治的側面

には若干言及していたのだが，その側面こそ，

町内会を考える際の中心的なポイントだとい

うのが安田の立場である．町内会を地方自治

体と考えればその特殊性格に関する疑問は大

部分氷解すると安田はいう．すなわち，地方

自治体は西欧でも全戸加入制であり，いかに

近代化しても多機能的であり，上級自治体と

の補完は理念的には当然ということになるの

である　安田は述べてはいないが，前述の，

1っの地域には1っの町内会という特徴も，

町内会を地方自治体と考えれば納得がいく．

安田自身，文化の型としての集団主義から説

明する世帯加入制を除いては，疑問の多い町

内会の性格はすべて説明できるのである．そ

して，自治体という性格を中心に考えれば，

それは，都市化によって弱体化するとは限ら

ず，民主化とともに，かえって強化される側

面ももっとされるのである（安田，1977）．

　地方自治体として町内会をとらえるならば，

同様の性格をもつ団体が海外にも存在するの

かということが問題となる．このことに対し

て菊地美代志は，「アメリカの市町村がコミュ
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ニティをへ一スに成立した存在だとしても，

その拡大とともに住民ないしコミュニティと

の間に乖離が生じうる。その場合には，わが

国の町内会と同じような全戸加入制と多機能

性をもっ包括的な近隣集団が形成されること

は注目に値する」と述べ，「こうしたことは

洋の東西を問わない面がある」とする（菊地，

1990）．

2．4地域自治会の概念

　ここでも，安田にならって，町内会や部落

会なとを地方自治体ととらえる方向で論をす

すめることにしたい．しかし，法制度上の地

方自治体との混同を避けるため，地域自治会

とよぶことにする．地域自治会は，地方自治

体と同様，すでに述べた地域自治団体の重要

な要素なのである。

　ところで，町内会などの地域自治会につい

ては，概念的な混乱が生じやすい問題が存在

するので，ここで若干整理を試みておこう．

まず，第1に注意すべきことは，地域社会と

地域自治会の間に概念的な区別が必要だとい

うことである．それは，町内会の場合でいえ

ば，町内と町内会の区別に対応する．地域社

会とは，すでに述べたように地域的基盤に存

在する社会集団のことであり，そこには管理

主体は必ずしも必要ではない　そこに管理主

体が存在する場合，その管理主体まで合わせ

て地域社会をとらえた概念が地域自治会であ

る．第2に，両概念はこのように区別される

が，地域自治会が存在する場合，地域社会の

成員と，それと範域を同じくする地域自治会

の成員とは，原理的には等しいということに

も注意が必要である．すなわち，地域自治会

の構成員は，その地域社会に住む全世帯（お

よび間接的には全個人）なのである．このこ

とは，国家の構成員が国民社会の構成員であ
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るのと同様である．全戸（全員）加入という

ことはこのことを示しているにほかならない．

このことと関連して，第3に，地域自治会と

その議決機関とを明確に区別しておく必要が

ある　地域社会の管理主体には，議決機関

（総会など）と執行機関（役員など）が含ま

れるが，この議決機関はしばしば地域自治会

そのものと混同される．たとえば，「自治会

の構成員は世帯主である」といった表現がさ

れるが，そのような表現は，多くの場合，議

決機関への参加資格を意味しているにすぎな

い．自治会の構成員は，議決に参加できる住

民の一部ではなく，決議に拘束される住民全

体と考えるべきである。

2．5地域自治会の機能

　地域自治会は包括的な機能を果たしている

と述べた．その活動には，各種の親睦活動，

行政への協力，防火⑧防犯活動，環境衛生活

動，募金活動など，さまざまなものが含まれ

る（表1）　ところで，この包括性の大きさ

は，どの地域自治会でもまったく同じという

わけではない。各々の地域杜会や地域自治会

の歴史的要因だけでなく，成員の生活構造，

年齢構成，成員が流動的か否か，ということ

が包括性の範囲に影響を与えるのである．非

常に一般的にいうならば，都市住宅地の地域

自治会の機能に対して，農村の地域自治会の

機能はより包括的であることが多い．それは，

農村地域においては，職業生活と居住生活，

ときには余暇生活までもが，同一あるいは近

接地域においてなされることが多く，人びと

の共通関心，共通の利害は単に居住生活だけ

でなく生活全体に広がっているからである．

そこでは，水利や共有地の管理といった生産

にかかわる事項なども地域自治会で処理され

ることがある．
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表1　町内会の活動

地域名

回答自治会

大阪市千代田区埼玉中高相模原市大津市
　　　　　　　　層団地

　506　　　　　　　67　　　　　　　29　　　　　　281　　　　　　308

茂木町　上中町

92　　　　39

1道路・河川・街灯等の維持・管理　　34．2％

2祭礼・盆踊り　　　　　　　　　　　46．8

3運動会・スポーツ活動　　　　　　　30．4

4文化・学習活動　　　　　　　　　　g．1

5緑化・自然保護等の活動　　　　　　11．3

6防犯・防火・衛生活動　　　　　　　50．0

7防災講習イ1練活動　　　　　　　　33．0

8消費者活動・奉仕活動　　　　　　　19．6

9地域内広報活動　　　　　　　　　　42，7

10地域総意の取りまとめ　　　　　　　32，8

11コミュニティ協議会への参加　　　　26，9

12募金・献血強力　　　　　　　　　　64，4

13行政連絡の伝達　　　　　　　　　68，4

14行への　・望　　　3g．5

31．3％

70，1

50，7

31，1

19，4

73，1

68，7

23，9

55，2

41，8

26，9

70，1

73，1

52．2

31．O％

89，7

86，2

62，1

27，6

65，5

44，8

55，2

79，1

65，5

34，5

79，3

82，8

82．8

84．1％

91，6

86，7

35，4

16，4

96，5

81，9

22，1

81，9

63，3

30，5

97，8

84，0

96．9

62．3％

73，7

70，8

31，2

52，6

72，7

49，4

31，8

59，7

61，7

32，1

76，9

86，4

75．3

72．8％

67，4

40，2

14．1

9，8

42．4

6，5

14，1

17，4

41，3

17，4

56，4

77，2

65．2

84．6％

81，6

82，1

56，4

33，3

79，5

51，3

59，0

53，8

71，8

64，1

61，5

84，6

87．6

菊地美代志「町内会の機能」倉沢進・秋元律郎編『町内会と地域集団』ミネルヴァ書房，1990年，224－225頁より

　同様のことは，都市でも商業を営んでいる

町においていえる　居住生活と職業生活が密

着した商店街を構成する町なとでは，共同で

アーケードを作るという問題もまた，町内会

の問題となりうるのである

　それに対して都市住宅地域における成員の

共通関心は比較的限られている．そこは，職

業生活の場ではなく，年齢階層的に限られた

住民しかおらず，余暇も各家庭でおこなうと

いった生活スタイルが一般化していることが

多いからである．そこでは，地域内に自分た

ちの雇用の場を作るといった問題が生じるこ

とはまずない．もちろん，それでも町内会の

機能は包括的であるには違いないのだが．こ

のように，生活の場の分断ということが，町

内会の機能に影響しているのである．

2．6地域自治会と地域機能集団

　地域社会には地域自治会と地域的な範囲を

同じくする多様な機能集団が存在する　たと

えば，消防団，防犯協会，婦人会，老人会な

どはその例である．これらの機能集団と地域

自治会の間には「オヤコ関係」があるという

のが鳥越暗之の説である　彼は次のようにい

う．「自治会内のある機能がその地域でたい

へん重要であるにもかかわらず，それを行政

機関が引き受けない場合は，コである機能集

団がその機能のうち実質的部分をたずさえて，

オヤである地域自治会から飛び出してしまう．

最近の例でいえば，環境保全や祭の復活をし

ようというときに，自治会は後から援護する

役割をもち，それ固有の機能集団（たとえば，

幸町祭り振興会というように）を形成する」．

このように，コである機能集団はオヤである

地域自治会から独立するのであるが，独立以

後の行く末は多様である．コが強力に存在し

つづける場合もあるし，オヤのもとにもどる

場合もある．コが消滅してしまうこともある

（鳥越，1994）．

　オヤである地域自治会とコである機能集団

との間に緊密な協力関係があるかどうかは，

それぞれの地域によってことなる経験的な問
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題であろう．しかし，一般的にいえば，地域

自治会による機能集団への強力なバックアッ

プが期待できるのは，その機能集団の扱う問

題が，地域社会の成員全体にとって重要な共

通の関心事である場合に限られるだろう．そ

して，いかなる問題が共通の関心事となるか

は，成員の生活構造，年齢構成，成員が流動

的か否かといった，その地域社会における人

びとの生活のありように関連している．地域

自治会の機能の包括性を説明する要因は，地

域自治会とほかの機能集団との連携関係を説

明する要因でもある

3　地域自治会と政治

3．1町内会のマイナスイメージ

　町内会論争のもう1つの論点は「町内会は

民主主義にとって悪玉か」というものであっ

た　ここではこの問題について考えてみよう

町内会が悪玉と考えられた由来は，戦時体制

下における諸活動によるところが大きい．そ

の時期，町内会は，防諜⑧防空⑧配給⑧国民

精神動員という諸活動をおこなっており，ファ

シズム体制の末端組織としての機能を果たし

ていた．戦争の終結とともに，このような町

内会は「国家組織の民主化」のため，占領軍

の政策のなかで禁止されたのだが，そのなか

でも名称を変えたりしながら密やかに活動を

っづけ，1952年の講和条約発効以後，次々と

公的に復活していった。そういうなかで，こ

の「封建的なファシズム協力制度」の復活に

っいて懸念する声があがったのである．町内

会は，当初，地域民主化の阻害要因としてそ

の保守性が問題とされた（松下，1961）　し

かし，それに対して，かならずしも民主主義

に反するものとはいえないという議論もまた

現われた．すでに述べた近江哲男の文化型説

などは後者の立場からの説である．また，町
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内会が圧力団体として機能しているという議

論も登場した（高木，1960）．

　町内会と民主主義の関係だけでなく，一般

に，地域自治会と政治との関係を考える際に

は，2っの水準を区別して考えるほうがよい．

すなわち，地域自治会内部における政治を分

析する水準と，地域自治会と外部の政治の関

係をとりあつかう水準の区別である　両者が

密接に関連していることはいうまでもないが，

その区別は，地域自治会と政治の関係にっい

ての議論を整理するのに役立っ．ここではま

ず，政治の一般的な図式を明らかにし，次に，

地域自治会と政治の関係について議論してい

くことにしよう．

3．2政治の一般図式

　「政治」を非常に一般的な水準で定義する

ならば，「社会成員の多くを拘束するような

決定を行うこと」とでもなるだろう．政治の

定義の核心は，何よりも「決定すること」にあ

る．この決定を担う機関を議決機関という．

議決機関の構成員は成員全体であることも，

成員の一部であることもある．決定を実効的

なものとするために，議決機関だけでは不十

分な場合，様々な執行機関が設けられる．

　政治現象をとらえる際には，これら議決機

関⑧執行機関といった管理主体によって，と

のように集団成員の行動が制御されるかを見

る必要がある．しかしそれだけでは十分では

なく，成員の管理主体に対する制御もまた考

慮しなければならない　成員の管理主体に対

する制御は，要求の表明なと，さまさまなス

タイルをとるが，議決機関の構成員を成員か

ら選んだり，自らが構成員になったりするこ

とも，管理主体に対する制御を意味している

政治現象は，結局，成員の管理主体に対する

制御と管理主体の成員に対する制御といった，



小　林　久　高

2方向からなる制御の流れととらえることが

できるのである1）．

　国家や地方自治体といった比較的広い範域

での政治を考える場合，成員，管理主体とな

らんで，中問集団とよばれているものも同時

に考慮する必要がある．いかなる集団が中間

集団に含まれるかは，どの水準の政治現象を

とらえるかによってことなるが，国家レベル

の政治を考える場合には，さまざまな経済団

体や職業団体，労働団体などがここに含まれ

る．ここでは，これらに限らずマスコミや政

党なども中間集団に含まれるものと考えよう．

国家レベルで考える場合には，地域自治団体

もまた中間集団に含まれると考えてよい．中

間集団まで含めて考える場合においても，一

般的な図式と同様，各主体間は制御関係で結

ばれている（図1）．多元主義の政治理論に

したがえは，多数の中問集団が行政（管理主

体）から自律して機能しているかどうかが民

主的国家の存立に大きくかかわる．

図1　中間集団を含む政治図式

管理主体

中間集団

人びと

＜←囲　制御の流れ

3．3地域自治会と外部の政治

　地域自治会は，外部社会との関連のなかで

は中間集団として位置づけられる．そして，

ここにおける問題は，中間集団として位置つ
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けられた地域自治会が，民主主義が前提とし

ているような自律性を獲得し，成員の要求を

十分に吸い上げる通路として機能しているの

かどうかということになる．この問題に関し

ては，それが行政の末端機構にすきないので

はないかという町内会論争での批判がある．

つまり，住民の要求を吸い上げる通路という

役割よりも行政の管理を貫徹する際の機構と

しての役割を，町内会はより多くもつという

批判である．

　このような批判は根拠のないものではない．

ファシズム体制下において，地域自治会の重

要な機能はこのことにほかならなかったし，

歴史のさまさまな時点で，地域自治会が整備

される際には国家的な方針が大きく作用して

いるということは明らかであるからだC鳥越，

1994）。現在においても，ほとんどすべての

町内会が行政の補完機能を果たしていること

はよく知られている（表1）．

　地域自治会は外部の政治活動の動員基盤に

なるということもいわれている　その典型は，

地方選挙における「地区推薦」という現象で

あろう．町内会⑧部落会⑱自治会が会として

特定の議員を推薦する「地区推薦」は，今で

も，一部の地域においてはよくおこなわれて

いることである（居安，1983）　このことも

また，しばしば問題とされてきた（表2，表

3）．

　しかし，では，地域自治会が外部の影響の

みをうけ，外部に対して何の影響ももちえな

いのかというと，まったくそうではない．鳥

越暗之は，生活環境破壊をくいとめる一番の

力は地域自治会にあることを強調し，「高速

道路建設などの大規模⑧広域のプロジェクト

を除き，生活に身近な近隣範域の事柄に対し，

自治会が一致してあることがらをノーといえ

ば，それをおして乱開発などが行われること

社会システム論集　第1号
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表2．地区推薦を受けた議員の比率

　　　　（鳥取県1984年）

受けた受けない　　　NA　　　計　　　N

県　議43．5％21．7％34．8％1OO．0％　23
市　　　　議　　　64．7

町村議　53．7
全　　　　体　　55．1

14，7

22，6

21．1

20．6　　　100．0　　　　　68

23．7　　　　　100．0　　　　　　　270

23．8　　　100．0　　　　　361

居安正ほか「鳥取県の地方政治家」『ソシオロジ』30巻1号，1985年，61頁

表3　地区推薦を受けた議員の政党別比率
　　　　　　（鳥取県1984年）

受けた受けない　　　M　　　　計　　　N

自　民　　党

杜　会　　党

公　明　　党

民　杜　党
共　産　　党

保守系無所属

革新系無所属

純無所属
　M

57、蝋

50，0

25．0

20，0

60，3

50，0

60．O

15．硝

31，8

56．2

40，0

17，7

40，0

10．0

26．鋤

18，2

18．8

100，0

40，0

22，0

10，0

30．0

100．0

100．O％

100．0

100．0

100．O

1OO．0

100．0

100．0

100．0

100．O

140

22

16

10

141

20

10

居安正ほか「鳥取県の地方政治家」『ソシオロジ』30巻1号．1985年，61頁

は通常はありえない」と述べるC亀越，1994）．

すでに述べた地区推薦も，動員としてではな

く「代表選出」という側面からとらえるなら

ば，外部社会への影響力の行使と考えられな

くもない．

　では，地域自治会は行政の管理を貫徹する

機構なのだろうか，それとも住民の要求を吸

い上げる組織なのだろうか．両方とも正しい

というのがここでの答えである．そして，い

ずれが優位となるかは経験的に開かれた問題

である　行政の管理組織となるか，住民の要

求の通路となるかは，そのときの一般的な政

治状況や地域自治会の内部構造，人びとの意

識などにによって決定されるのである．

　しかし，そうはいうものの，次のことにも

注意が必要である　中間集団を自身の支配下

におくことは，短期的に見れば，支配の貫徹

にとって非常に都合のよいところである．そ

れゆえ，日本の戦時下やナチ統治時代には数々

の中間集団が禁止されたり，行政機関として

再編されたりしたのである．このことは，地
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域自治会のような全戸加入の包括的機能を担

う集団についてはとくにあてはまる．それを

支配下におくことによって，末端にいたるま

で支配を貫徹できるからである．戦時下にお

いてはまさにそのことがおこなわれた．地域

自治会はつねにこのような性格をもつわけで

はないが，このような可能性を論理的にもつ

団体であること，別の表現をすれば，行政が

触手を伸ばしたくなる団体であるということ

は，経験的な研究をする際にも見のがしては

ならない．

3，4地域自治会内部の政治

　地域自治会が住民の要求の通路となるか否

かということは，自治会の組織構造によって

も影響されると述べた．地域自治会が外部社

会に何かを要求する際，実際に要求を提示す

る主体は地域自治会内部の管理主体にほかな

らず，したがって，地域自治会の管理主体が

成員の要求を汲み上げていることが，地域自

治会が住民の要求の通路となる基本的条件に

なるからである．

　この点に関して，かつての町内会論争では，

「町内会は旧中間層の政治的立場を代弁する

ものにほかならない」という指摘がなされた

ことがある（奥田，1964）．しかし，その後

の多くの自治会の研究によって，必ずしも政

治的な保守主義の温床として地域自治会をと

らえるべきでないことが明らかになってきた

（中村，1964）．地域自治会は革新的な運動の

拠点である場合もあるのだ．

　地域自治会が保守的か革新的かということ

より，より重要なのは，地域自治会の意志決

定システムが住民全体の意見を反映するもの

になっているどうかという運営制度上の問題

である。このことに関して，安田は次のよう

に述べている．「町内会が多数の成員を擁し
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ているにも拘らず代議制をもたず，役員会に

あっても定足数の規定もなく多数決はめった

に採用されず，事実上のボス支配を制度その

ものが許容していることは，何人も認めるこ

とであろう．これは要するに議決機関として

の町内会が全く近代合理性をもたないことを

意味しており，これは後進国の極めて頻繁に

見られるところであって日本に特有のもので

はないが，経済面での先進性に比較したとき

のこの集団の後進性は，日本において特に目

立っものではある」（安田，1977）．

　安田の主張は当時の町内会にっいて述べら

れたものなので，現在の時点からするとかな

り割り引いてとらえなければならない．しか

し，代議制の明確な地方自治体とはかなり異

なった方法で，地域自治会が運営されている

ということは，現状においてもそのままいえ

る．地域自治会はおおむね，会長を先頭とし

た役員と下部組織としての班（組）をもって

いる．班長は通常，選挙ではなく「順番制リ

クルート」という方法で選ばれる．そして，

この□順番制リクルート」は役員の選出に採

用されることさえあるのである．この場合，

特定階層の成員で役員が順番に決まっていく

ということもあるようだ（越智1990）．

　ところで，このような変則的なシステムは

民主的ではないので廃止されるべきだという

意見があるかもしれない．しかし，このシス

テムが廃止されるならば，多くの地域自治会

は早晩崩壊することになるだろう　地域社会

の問題に深く関心をもち，進んで役を引き受

けるという自発的会員は，一般に，決して多

くはないからである．であるならば，地域自

治会などはもはや不要であるという考えも成

り立つかもしれない。しかし，人びとの多く

は，現在もその必要性を主張するのである

（表4）．そこで，このような方法にもとづい
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て自治会は維持されつづけることになる．政

治的無関心という問題は，何も国政レベルに

かきった問題ではなく，地域自治会といった

レヘルにおいても成立している問題なのであ

る．

表4　町内会はあったほうがよいか

　　　　　よくては　　ったほよいほうわからよ
　　　　　　　　　　　　　　　　無答　　　　　ならないうがよいがよい　い

釜　石　市

東京都港区

上　田　市

豊　田　市

京　都　市

寝屋川市
津　山　市

山　口　市

鹿児島市

　計

（173人）

（129人）

（193人）

（16I人）

（151人）

（149人）

（183人〕

（180人）

（142人）

（1461人）

1猟

12

21

20

12

15

16

15

12

16

65％　　　　　　　5孫　　　　　　　6完　　　　　　　6茄

64　　　　　7　　　　14　　　　　3

66　　　　　6　　　　　4　　　　　3

69　　　　　4　　　　　4　　　　　3

78　　　　　2　　　　　5　　　　　3

65　　　　　7　　　　10　　　　　2

72　　　　　6　　　　　4　　　　　1

69　　　　　7　　　　　7　　　　　2

76　　　　　6　　　　　6　　　　　0

69　　　　　6　　　　　7　　　　　3

岩簡信彦ほか編『町内会の研究』御茶の水魯房，1989年，415頁

4一地域社会への関心と無関心

4．1　コミュニティ意識

　もちろん，すべての地域自治会において参

加意欲が低いわけではない．そこにはさまざ

まな偏差が存在する．そして，地域自治会へ

の関心の程度は，その地域に住む人びとの地

域社会への意識，すなわちコミュニティ意識

によってかわってくると考えることができる．

コミュニティ意識のとらえ方にはさまざまな

方法があるが，それをモラールとノルムから

とらえるという鈴木広の方法はなかなか示唆

に富む（鈴木，1978）．コミュニティ⑧モラー

ルとは，人びとのコミュニティに対する同一

化の程度を示す概念であり，望ましいコミュ

ニティ状態を維持し創出しようとする人びと

の態度から把握されるコミュニティ意識の大

きさである．それに対して，コミュニティ⑧

ノルムとは，コミュニティはどうあるべきか

という意識を中心とした質的概念で，基本的

には，自己のコミュニティの利益を中心に考

える志向性をもっのか，それとも，ほかのコ

社会システム論集　第1号
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ミュニティや全体社会の利益も同時に考える

志向性をもつのかということを明らかにする

（鈴木によるモラールとノルムの本来の意味

はより広く，杜会学上の重要な論点を含んで

いるが，ここではかなり単純化してとらえて

いる）．

　コミュニティ意識の研究史のなかでは，新

しく，かっ望ましい意識は，地域優先主義に

陥らず，主体的に地域の問題を解決していく

というコミュニティ意識であるとされてきた

（奥田，1971＝1983）．しかし，その考えには

疑問もまた存在する．望ましいコミュニティ

を維持しようとする態度は，ある程度の地域

優先主義をともなうのは当然と考えられるか

らである．

4．2　コミュニティ意識の形成因

　これらのモラールとノルムをもったコミュ

ニティ意識によって，地域自治会への参加意

欲は決定される．モラールが高ければ，通常，

参加意欲も増大するだろう．では，このコミュ

ニティ意識は何によって決定されるのか．こ

こでも，われわれは地域社会における人びと

の生活のありよう，すなわち，成員の生活構

造や成員が流動的か否かといったことに注目

する必要がある．

　成員が流動的か否かという点に関しては次

のようなことが指摘されている．すなわち，

一定の地域に住む期間の短い「一過性住民」

が地域社会に積極的にかかわることはなかな

か困難である．彼らの地域に対しての愛着は

一般に弱く，仮に愛着をもてたとしても，い

ずれほかの地域に移動することになるので，

地域社会への主体的なかかわりは強くはなら

ないからである．それゆえ，流動的な地域社

会においては，概して，コミュニティ意識は

強力ではなく，地域自治会への参加のありか
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たも低迷であると言われている2）。

　しかし，過去に流動をくりかえしていても，

いったんある地域への定着を志向するならば，

そのような住民の地域社会への関与はかなり

強くなるとされる．新興住宅地においては，

ときに自治会活動が盛んな地域が見られるが，

それは，この種のコミュニティ意識に支えら

れているのである．

　成員の生活構造に目を向けるならば，生活

全体に占める居住生活の割合，ならびに職業

生活と居住生活の場の関係が問題となる　1

日のほとんどを職業生活としておくるものに

とっては，居住生活にさく時間的余裕はほと

んとない　居住生活と職業生活が地理的に近

接しているならば，それでも，居住生活に対

する関心はそう弱くはならない．しかし，両

者が地理的に離れた地域でなされているとす

るならば，居住生活への関心は，家庭という

空間を越えて広がることはあまりないだろう．

地域社会において，主婦層が，地域自治会の

活動を含め，さまざまな活動の中心になると

いうことはよく指摘される．それは主婦の生

活が居住生活を中心としており，時間的にも

意識の上からも，生活全体の分断からまぬが

れていることによるのである．

43地域社会の社会問題

　生活のありようが地域社会への関心に影響

し，それが地域自治会の活動に対する関心に

も影響するということを述べてきた．では，

このような関心は，そもそも必要なものなの

だろうか．地域社会に問題が何もないならば

そのような関心は不要だといえるかもしれな

い．しかし，現在においても，近い将来にお

いても，地域社会はさまさまな問題を抱えて

いるし，抱えることになると予測できる．そ

のなかでももっとも深刻な問題のひとつは，
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高齢化の進んだ過疎村落の問題である　そこ

では，都市化にともなう労働人口の流出によっ

てコミュニティ自体の存続さえ危うくなって

いる．かつては十分に機能していた高齢者に

対する親族あるいは地域社会のケア⑧システ

ムはもはや機能していない．高齢者は行政に

よる不完全なサービスのもとでの生活を余儀

なくされている．親族によるケァを求めて，

あるいは求められて大都市に移住する高齢者

もいる．しかし，そこには長い時間をかけて

築かれた社会関係は存在せず，孤独のうちに

生活する者も多い．

　過疎の村落とは対照的に見える大都市中心

部の地域社会にも，ある意味で過疎農村と同

様の問題が生じている　大都市中心部は，職

業生活の場という性格をますます強め，そこ

での居住生活は不可能なものとなりつつある

人口空洞化が進む都市中心部においては，小

学校の統廃合にみられるように，過疎農村と

同様の事態が成立しているのである　条件に

めぐまれた住民たちは地域への愛着を抱きつ

っも，より生活しやすい郊外の新しい住宅地

に移動することになる．

　では，彼らの転出先である大都市の新興住

宅地には問題がないのだろうか　新興住宅地

において，職業に携わるほとんどの人びとは

居住地と地理的に離れた場で就業している．

そして，生活の多くを職業生活にあてる人び

とには居住生活にさく十分な時間はない．し

かし、このような生活を送る人もいずれは年

をとる．高齢になって，生活のほとんどを自

己の居住地域で過ごすようになれば，彼は地

域社会への関心をより強くもつかもしれない．

しかし，かっての職業生活を中心にした生活

ゆえ近隣関係が築けておらず，不本意にも孤

独のうちに生活するのかもしれないのである．

新興住宅地の住民は，住宅をほぼ同時に購入
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した人びとである．それゆえ，その年齢構成

も比較的似通っている，そういう地域では地

域内の多くの世帯に同時に高齢化の波がおと

ずれる．労働人口を対象として考えられた新

興住宅地域において，高齢者のケア⑧システ

ムがコミュニティに備わっているわけはない．

新興のコミュニティは，突然の高齢化という

問題に対処していかねばならない．

4．4新しい意識の潮流

　このように，高齢化という問題ひとっとっ

てみても，地域社会のかかえる問題は大きい

地域社会はこの問題を含め，ほかのさまさま

な問題に十分に対処していけるのだろうか．

そして，その対処の際，地域自治会も何らか

の役割を果たすことができるのだろうか．問

題は大きく，解決は簡単ではない．しかし，

この解決に寄与するかもしれない潮流が存在

するのもまた事実である．それは大きな潮涜

とはいえないが，無視できない潮流である．

　第1の潮流は「生活重視」という人びとの

意識である（表5）．生活重視という考えは，

職業生活に対して居住生活⑧余暇生活を重視

するという考えにほかならない．このような

考えは，かつての「企業の労働戦士」という

考えからの離脱を含んでいる．この離脱の可

能性は，労働時間の短縮にともなって大きく

なってきているといっていいだろう．

　第2の潮流は「生活の統合」を求める人び

との意識である．それは，職業⑧居住⑧余暇

の生活各要素の分断を拒否する人びとの意識

である　地域主義や内発的発展論なとはこれ

の思想的表現である（玉野井，1977；鶴見⑧

川田編，1989）．思想へと純化されてはいな

いものの，長時間通勤へのいらだちや「脱都

会」「地方志向」「新規就農」といった「フー

ム」もまた，生活の統合を求める意識の現わ

社会システム論集第1号
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表5　仕事と余暇

あなたはどれがもっとも望ましいと恩いますか。　　　　　　男性 女性 全体

78年83年88年 73年83年88年 73年83年88年
1．　　　、、のまっ」　　iい　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　22　　23　　272．仕事はさっさとかたづけて、できるだけ余暇を楽しむ

35　　38　　40 29　　31　34

3．仕事にも余暇にも、同じくらいカを注ぐ　　　　　　24　27　34 26　　29　　31 25　28　　32

4．余暇も時には楽しむが、仕事の方に力を注ぐ5．仕事に生きがいを求めて、全力を傾ける　　　　　　53　49　38

36　　30　　26 43　　39　　31

6．その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　1　　1 3　　3　　3 3　　2　　3

計 1oo　1oo　1oo 100　100　100 100　1（①　100

㎜凧世請調査部『嘉代目本人の意織構造（第三版）』圓本放送出版協会，1991年，67－68頁より作成

れであるといっていいだろう（菅、1993）．

　このような2つの潮流は当然のことながら，

住環境への関心につながっていく．そして，

その意味では地域社会への関心はより強くなっ

ていく可能性がないわけでははない．しかし，

そういった関心が，直接，地域のなかでの活

動，とりわけ地域自治会での活動にっながっ

ていくのかどうかという点に関しては，即座

に肯定的な答えをするのはむずかしい．生活

重視という意識は，「相互主義」にではなく，

場合によっては「私生活主義」に結びっき，

それは，地域活動を逆に抑制する機能をもっ

からである。

　地域社会への参加という問題を，今後，考

えていく際には，生活重視という意識や生活

の統合を求める意識が，地域自治会の活動，

さまざまな機能集団の活動，多くのボランタ

リーな集団活動にとう結びついてくのかを明

らかにしなければならない．そして同時にそ

れらの諸活動を相互にどう関連させると機能

的なのかということもまた考察していく必要

がある．地域自治会を，どのように住民全体

の責任ある意志をまとめあげるものへと再編

してゆくのか，という問題も考えなくてはな

らない．職業生活画居住生活⑧余暇生活の各

個別要素ではなく，それらすべてを含んだ生
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活全体をどのように豊かなものにしてゆくか，

働くものだけでなく働けないものも豊かに生

活できるようにするためにはどのような地域

社会が必要か．これらの問いは，今後に開か

れた，そしてわれわれが解答しなければなら

ない問いである．

注

1）民主的政治制度と権威的政治制度の違い

　　は，これら2っの制御のどちらをより重

　　視するかにかかわっている．すなわち，

　　民主的政治制度では，成員の管理主体に

　　対する制御のほうが管理主体の成員に対

　　する制御よりも大きくなるように制限が

　　設けられており，権威的政治制度はその

　　逆である．

2）「流動的な地域社会においてどのように

　　コミュニティ活動を作り上げていくのか」

　　という実践的な問題を考えるとき，「一

　　過性住民＝コミュニティ意識の欠如」と

　　いう経験的関係を，動かしがたい前提と

　　してとらえることは危険である．そこで

　　問われなければならないのは，むしろ，

　　どのような場合には流動層もまたコミュ

　　ニティ意識を持ち得るのかということで

　　ある．この問題への回答の1つとして，
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小林⑧堀川（1996）参照のこと．
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